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要　旨
　現在の各国の会計基準における無形資産の認識に係る要件の一つに識別可能性がある。し
かし、識別可能性が無形資産の認識に係る要件の一つであることの理由は必ずしも明らかで
はなく、またそもそも識別可能性の定義すらないのが現状である。そのために、識別可能性
が無形資産の認識に係る要件の一つとして規定される理由を明らかにしておくことは、無形
資産会計のあり方を考察していくための座標軸として重要であるように思われる。本論文で
は、以上のような問題意識に基づき、米国の無形資産会計基準を対象とした考察を行った。
その結果、いずれの会計基準においても識別可能性の意義を見出すことはできず、識別可能
性を要件としない無形資産会計において測定方法を検討する必要性および他の検討すべき課
題を明らかにした。
1.　はじめに
　現在の各国の会計基準において、無形資産の認識に係る要件の一つとして識別可能性が規
定されている。また、無形資産が識別可能であるために満たすべき条件も各国の会計基準で
大きな相違がないのが現状である。しかし、識別可能性が無形資産の認識に係る要件として
規定される理由（以下、「識別可能性の意義」という）は必ずしも明らかではない。さらに
この点を反映してか、現在の会計基準では識別可能性という概念自体の定義も示されていな
い。無形資産会計の現状を捉え、その課題を明らかにし、これにいかに対処するかを考察す
るためには、その前提として、無形資産の認識に係る要件の意義をどこに見出すことができ
るのかが明らかでなければならないように思われる。本論文では、以上のような問題意識の
もと、米国の無形資産会計基準において識別可能性が無形資産の認識に係る要件として規定
される理由の有無を明らかにすることを通じて、識別可能性を無形資産の認識に係る要件と
して規定することの会計上の意味を検討することを目的としている。
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2.　問題の所在
　識別可能性は、現在の主要な会計基準において、無形資産の認識に係る要件として規定さ
れている。わが国では、企業結合により取得した無形資産について、法律上の権利など分離
して譲渡可能な場合には識別可能資産として認識することとされている（1）。国際財務報告
基準（International Financial Reporting Standards；以下、「IFRS」という）では、無形資
産とは物的実体を有しない識別可能な非貨幣性資産と定義され（2）、識別可能性が無形資産
の本質的特徴として規定されている。米国の財務会計基準（Statement of Financial 
Accounting Standards；以下、「SFAS」という）では、企業結合により取得した無形資産を
認識するための要件として識別可能性が規定されている（3）。しかし、いずれの会計基準に
おいても、識別可能性について本質的に重要と思われる次の2点が必ずしも明らかではない。
第 1に、識別可能性自体の定義である。識別可能とは、そもそも何が識別できることを意味
しているのかが明らかでなく、また識別とはいかなる意味であるのかが明らかでないのであ
る。たしかに後述するように、識別可能であるためにいかなる条件が満たされなければなら
ないのかという識別可能性の条件は明示されている。しかし、それはあくまで識別可能であ
ると認められるために必要な条件にすぎず、識別可能性自体の意味を示したものではない。
第 2に、識別可能性が無形資産の認識に係る要件とされる理由である。すなわち、無形資産
が認識されるために、なぜ識別可能性という条件が満たされなければならないのかは必ずし
も明らかではない。
　かかる現状にある識別可能性の意義を明らかにすべき理由は、次の 2点である。第 1に、
現在の無形資産会計の現状を捉え、その将来を展望するために必要不可欠だからである。無
形資産会計の現状を捉えるうえで、無形資産の本質的特徴とその認識要件を明らかにするこ
とは最も重要な課題の一つであるが、その際、無形資産の認識に係る要件として識別可能性
が規定されているのであれば、その理由、たとえば識別可能性が無形資産の資産性および測
定可能性といった認識に係る要件といかなる関係性を有するのか、ひいては財務報告の目的
にいかに寄与するのかが明らかでなければならない。さもなければ、無形資産に係る会計処
理のあり方について説得力のある説明をすることができず、よりよい会計処理の考案に向け
───────────
（1） 企業会計基準委員会、企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」企業会計基準委員会、2013
年、28 項および 29 項。
（2） International Accounting Standards Board (IASB), International Accounting Standards No. 38: Intangibles 
(revised 2004), IASB, 2004, par. 8.
（3） Financial Accounting Standards Board (FASB), Statement of Financial Accounting Standards No. 141: 
Business Combinations (revised 2007), FASB, 2007, par. 3k.
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た建設的な批判を受けることもできない。第 2に、無形資産の測定の問題、すなわち無形資
産を実際にいかに測定すべきかという問題に対して、測定モデルの構築などの解決策を提示
するうえでも重要だからである。無形資産に関する具体的な測定モデルを考案するに際し
て、測定対象となる無形資産がいかなる特徴を有し、その特徴の 1つとして識別可能性は必
要か否か、それが測定上のいかなる問題に関わってくるのかを明らかにしなければ、合理的
な測定モデルを構築することは困難となりかねない。以上のように、識別可能性の意義を明
らかにすることは、無形資産会計のあり方を考察するうえで重要な課題である。
　無形資産会計に関する先行研究では、これまでに数多く研究成果が報告されている。会計
基準における無形資産の会計処理のあり方を国際的に比較し、各会計基準における無形資産
会計の目的観、特徴、および課題を詳細に分析したもの（4）、会計システム全体に対する一
般的な理解を前提として、それぞれの会計システムにおける無形資産会計のあり方を模索す
るもの（5）、特許権、ブランドなど無形資産の具体的な項目に焦点を当て、その合理的な測
定のあり方を追求するもの（6）など、多くの研究成果が報告されている。また、識別可能性
に焦点を当てた研究もいくつか見受けられ、識別可能性が無形資産の認識要件の 1つしてど
のような位置付けを有し、それが会計基準の変遷とともにどのように変化してきたのかを詳
細に検討した先行研究（7）、識別可能性の適用範囲を内部創出無形資産にも拡張しようとす
る試み（8）、無形資産の本質的特徴についての詳細な分析結果を元に、識別可能性を含む無
形資産の認識規準を再検討しようとする試み（9）がなされてきた。このような研究成果から
は、各会計基準において識別可能性が無形資産の認識に係る要件としていかなる位置付けを
有してきたのかについて多くのことを学ぶことができる。しかし、先行研究では識別可能性
の意義が問題とされることはなかったように思われる。識別可能性という用語の意味自体は
もとより、識別可能性を無形資産の本質的特徴として規定することの意味は現時点において
も明らかではない。かつて米国で公表されたスペシャルリポートでも、識別可能性が資産の
定義における支配の要件を満たすための十分条件となりうることが指摘されるなど、無形資
───────────
（4） 伊藤邦雄編著『無形資産の会計』中央経済社、2006 年、41-147 頁。
（5） 藤田晶子『無形資産会計のフレームワーク』2012 年、105-127 頁。
（6） 広瀬義州編著『特許権価値評価モデル（PatVM）』東洋経済新報社、2006 年。広瀬義州・吉見宏『日
本発ブランド価値評価モデル』税務経理協会、2003 年。
（7） 梅原秀継「企業結合会計における識別可能性ルールの展開─無形資産の認識をめぐって」産業經理、第
69 巻第 3号（2009 年）。山内暁「企業結合により取得された無形資産に係る認識基準の変遷─ 20 世紀
中期から 21 世紀初頭に至るまでの米国会計基準と国際財務報告基準を手がかりとして」産業経理、第
70 巻第 1号（2010 年）。
（8） R. R. Petkov, “The Current Financial Crisis and Its Potential Impact on Internally Generated Intangi-
ble Assets,” International Journal of Business and Management, Vol. 6, No. 3, 2011.
（9） A. Wyatt, and Margaret. A., “Accounting for Intangible Investments,” Australian Accounting Review, Vol. 
18, No. 2, 2008.
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産の本質的特徴としての識別可能性について言及されているが、それ以上の考察はなされて
いない（10）。
　ところで、米国における無形資産会計基準においては、古くから無形資産の会計処理が規
定され、また早い時期から識別可能性が要件として規定されてきた。このような歴史のある
会計基準を考察の対象とすることは、識別可能性の意義を明らかにし、無形資産会計のあり
方を検討するうえで重要である。たとえば、現在の会計基準において無形資産の識別可能性
に意義が認められない場合、過去の会計基準における識別可能性が参考になるかもしれな
い。そして、過去の会計基準においても識別可能性の意義が認められなければ、もとより識
別可能性が要件として不適切であるとの前提に立って無形資産会計のあり方を検討した方が
よいかもしれない。このように、現在だけでなく過去の会計基準における識別可能性の意義
を検討しておくことは、これからの無形資産会計のあり方を検討するうえで重要である。ま
た、後述するように、米国の無形資産会計基準における特徴の一つは、識別可能性が無形資
産の認識に係る要件として規定されていることである。この点は、他の代表的な無形資産会
計基準である IFRSとは異なる特徴である。IFRSにおいて、無形資産とは物的実体を有し
ない識別可能な非貨幣性資産であり、識別可能性が無形資産の定義に含まれている。それに
対して米国の無形資産会計基準では、いずれも識別可能性が無形資産の定義に含まれること
はなく、無形資産の認識に係る要件として位置づけられている。このような違いからしても、
識別可能性の意義について米国の無形資産会計基準を考察対象とする意味があるように思わ
れる。
　本論文では、以上のような問題意識に基づき、米国の無形資産会計基準を対象として識別
可能性の意義を検討するとともに、そのことが無形資産会計理論の構築にとっていかなる意
味を持つものなのかを明らかにする。
3.　認識に係る要件とされない識別可能性
　会計研究公報第 24 号（Accounting Research Bulletin No. 24；以下、「ARB24」という）お
よび会計研究公報第 43 号（Accounting Research Bulletin No. 43；以下、「ARB43」という）は、
米国においてはじめて無形資産の会計処理が規定された会計基準である。本節では、
ARB24 および ARB43 において無形資産の会計処理がいかに規定されているのかを明らか
にしたうえで、識別可能性の意義をいずれかに見出すことができるか否かを検討する。
　ARB24 および ARB43 において、無形資産の定義は定められておらず、無形資産となり
うる項目が例示列挙されているだけである（11）。極めて広範囲の無形資産が想定されており、
───────────
（10） W. S. Upton Jr., Special Report: Business and Financial Reporting, Challenges from the New Economy, 
FASB, 2001, p. 59.
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特許権、著作権のような知的財産権のみならず、借地権のような権利も無形資産に含まれて
いる（12）。ただし、会計処理を規定しているのは外部から取得した無形資産についてのみで
あり、内部創出により取得した無形資産は規定の対象外とされている（13）。無形資産はその
耐用年数の有無によってタイプ（a）とタイプ（b）に分類される。耐用年数の確定できる無形資
産はタイプ（a）に分類され、耐用年数の確定できない無形資産はタイプ（b）に分類される。の
れんは、企業結合によって生じる無形資産の 1つであり、取得企業の被取得企業に対する投
資額が被取得企業の純資産簿価を超過する額と説明される（14）。なお、のれんは、かつて
ARB24 のもとではタイプ（c）という類型に分類されていたが、ARB43 のもとでは独立した
類型に属するのではなく、タイプ（a）およびタイプ（b）のいずれかに分類することとされてい
る（15）。
　無形資産の会計処理は、有形資産の会計処理と同様の観点から規定されている（16）。取得
した無形資産は、取得原価により認識し（17）、原初認識後は、無形資産のタイプに応じて償
却または減損処理することが求められる（18）。タイプ（a）の無形資産は、耐用年数が有限の他
の資産と同様に、耐用年数にわたって規則的に償却することが求められる（19）。タイプ（b）の
無形資産は、その耐用年数が明らかになるか、またはその価値がなくなるまで繰り越されな
ければならない（20）。
　以上の説明から明らかなように、ARB24 および ARB43 において、識別可能性は無形資
産の認識に係る要件として規定されていない。すなわち、無形資産の定義に含まれていない
ことはもとより、原初認識に係る要件でもなければ、原初認識後の会計処理のあり方に影響
を及ぼすものでもない。それどころか、識別可能性という用語は会計基準上一切用いられて
いない。したがって、識別可能性の意義についてこれ以上明確な事実を論じることはできな
い。
　しかし、企業結合により取得した無形資産に係る会計処理の特徴を詳細に検討してみる
と、識別可能性の意義について重要な示唆が得られる。そこで、ARB24 における当該会計
───────────
（11） Committee on Accounting Procedure (CAP), Accounting Research Bulletin No. 24: Accounting for Intangible 
Assets, CAP, 1944 の冒頭の記述．
（12） Ibid.
（13） Ibid.
（14） Ibid.
（15） Committee on Accounting Procedure, Accounting Research Bulletin No. 43: Restatement and Revision of 
Accounting Research Bulletins, CAP, 1953, Chapter5 par. 2.
（16） CAP, op. cit., supra note (11), Discussion.
（17） Ibid., par. (1).
（18） Ibid., pars. (2)-(5).
（19） Ibid,. par. (3)
（20） Ibid,. par. (4)
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処理の特徴を述べれば以下のとおりである。企業結合により取得した無形資産として認識す
べき項目は、被取得企業の企業結合直前の財務諸表に計上されていたものに限られない。す
なわち、企業結合時に被取得企業の財務諸表に計上されていなかった無形資産を取得企業が
新たに認識することが求められる（21）。具体的には、親会社が子会社を取得するために支払っ
た対価の額が当該子会社の純資産の額を上回った場合、当該差額は有形資産と無形資産に区
別され、さらにその無形資産はタイプ（a）とタイプ（b）に区別することが求められる（22）。そ
のために、企業結合によって取得した無形資産を新たに認識する場合には、当該無形資産を
独立して測定する必要がある。かかる原初認識時の測定方法は、後述する会計基準と基本的
に同様である。すなわち、識別可能性が要件として規定されていないことを除いては、企業
結合により取得した無形資産の測定方法はその後の会計基準と同様である。このことを踏ま
えれば、識別可能性の意義に関して重要な示唆が得られる。しかし、この点については、後
述の会計基準における識別可能性の意義を検討した後に明らかになるものであるので、最終
節で述べることにする。
4.　測定可能性に影響を及ぼす識別可能性
　本節で考察の対象とする会計原則審議会オピニオン第 17 号（Accounting Principles Board 
Opinion No. 17；以下、「APBO17」という）は、前節で考察したARB24 およびARB43 の
次に公表された無形資産会計基準である。無形資産の定義はAPBO17 においても示されて
いないが、無形資産の具体的な項目は、ARB24 および ARB43 と同様にいくつか列挙され
ており、特許権、フランチャイズ、商標権などがあげられている（23）。APBO17 の対象とす
る無形資産には、外部から取得した無形資産のみならず、内部創出により取得した無形資産
も含まれている。なお、ここで無形資産の内部創出とは、無形資産の開発、保全および修繕
の意味で用いている（24）。
　APBO17 では、無形資産に係る会計処理を定めるうえで、①識別可能性、②耐用年数の
有無、③取得形態、④分離可能性の4つの分類上の視点が示されている（25）。識別可能性とは、
個別に識別できるか否かである（26）と説明されているが、規定上、識別可能性自体の意味は
明らかではない。耐用年数の有無とは、経済的便益をもたらすと期待される期間が法律もし
───────────
（21） Ibid., par. (5).
（22） Ibid.
（23） Accounting Principles Board (APB), Accounting Principles Board Opinion No. 17: Intangible Assets, APB, 
1970, par. 1.
（24） Ibid., par. 6.
（25） Ibid., par. 10.
（26） Ibid.
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くは契約、またはその他の要因によって決定できるか否かという意味とされている（27）。また、
取得形態とは、個別に、グループで、または企業結合によって取得したか、または内部で開
発したかの違いであるとされる（28）。要するに、外部から取得したのか、内部創出したのか
の違いである。分離可能性とは、企業から分離することができるか否かを意味している（29）。
APBO17 においては、これら 4つの視点によって分類された無形資産それぞれについて会
計処理が規定されていることがわかる（30）。なお、のれんは、無形資産の中に包摂されており、
識別不能無形資産として無形資産の一つと考えられている（31）。
　APBO17 における無形資産の会計処理の特徴は、ARB24 および ARB43 と同様に、有形
資産と同様の会計処理をすることに焦点が当てられていることである（32）。すなわち、無形
資産といえども会計処理上の問題は有形資産と同じであり、無形であるという特徴が会計処
理上の判断に影響を及ぼすとされている（33）。しかし、実際上は、無形資産固有の会計処理
が定められており、そのことが識別可能性の意義と関わりを持ってくる。以下、APBO17
における無形資産の会計処理の概要を述べるとともに、識別可能性の意義を検討する。
　外部から取得した無形資産に係る会計処理の全体像を示せば、表 4.1 のとおりである。
表 4.1　外部取得による無形資産に係る会計処理の全体像
取得形態 識別可能性 耐用年数
会計処理
取得時 取得後
外部取得
識別可能
あり 取得原価で認識 償却
なし 取得原価で認識 償却
識別不能※
あり 貸借差額で認識 償却
なし 貸借差額で認識 償却
※ただし、個別に取得した無形資産は、すべて識別可能とされる。
　外部から無形資産を取得するケースには、資産グループの一部として取得するか、または
企業結合により取得するケース（以下、「企業結合により取得するケース」という（34））と個
別に取得するケースがある。
───────────
（27） Ibid.
（28） Ibid.
（29） Ibid.
（30） Ibid, par. 24.
（31） Ibid., par. 1.
（32） Ibid., par. 15 and 21.
（33） Ibid., par. 2.
（34） 資産グループの一部として取得するケースと企業結合により取得するケースの会計処理は同じである
（APBO17 pars.26-31）。
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　企業結合により取得した無形資産は、まず識別可能であるか否かが問題とされ、続いて耐
用年数の有無が問題とされる。識別可能な無形資産は、被取得企業の取得原価の一部として
割り当てられた金額により原初認識（35）する。識別可能な無形資産は、企業結合時に被取得
企業の財務諸表に計上されていたものに限られず、被取得企業の財務諸表に計上されていな
かった無形資産も識別可能な無形資産となりうる（36）。耐用年数の確定した識別可能な無形
資産は、当該耐用年数にわたって償却する（37）。耐用年数の確定できない識別可能な無形資
産は、原初認識後 40 年を上限として、見積もった耐用年数にわたって償却する（38）。他方、
識別不能な無形資産は、被取得企業全体の取得原価と、取得した個々の資産および負債の取
得原価の合計額の差額によって原初認識する（39）。原初認識後は、見積もった耐用年数にわ
たって償却することが求められる。
　個別に取得した無形資産は、取得原価により原初認識される（40）。原初認識後は、耐用年
数にわたって償却することが求められる（41）。ただし、個別に取得した無形資産は、すべて
識別可能であるとされる（42）。
　このように、外部から取得した無形資産は、いずれも取得原価により原初認識し（43）、原
初認識後は 40 年を上限とする耐用年数にわたって償却することが求められる（44）。しかし、
識別可能性の有無が問題となるのは、企業結合により取得したケースのみである。なぜなら
ば、上述したように個別に取得するケースでは取得した無形資産が全て識別可能とされるか
らである。このように企業結合により取得したケースのみ識別可能性の有無が問題となるの
は、企業結合によって取得した無形資産であっても識別可能性の有無によって会計処理に違
いが生じるからである。すなわち、企業結合により取得した無形資産のうち、識別可能な無
形資産については、取得時の公正価値に相当する取得原価が配分されるのに対し、識別不能
な無形資産については、被取得企業の原価と取得した資産および引き受けた負債の合計額と
の差額により測定される（45）。そのために、識別可能性は企業結合により取得した無形資産
の原初認識時の測定のあり方に大きな影響を及ぼす。なお、識別可能であるか否かは、原初
───────────
（35） Ibid., par. 26.
（36） Accounting Principles Board (APB), Accounting Principles Board Opinion No. 16: Business Combinations, 
APB, 1970, par. 87.
（37） APB, op. cit. supra note (23), pars. 27-29.
（38） Ibid.
（39） Ibid., par. 26.
（40） Ibid., par. 25.
（41） Ibid., par.27-29.
（42） Ibid., par. 1.
（43） Ibid., pars. 24-26.
（44） Ibid., pars. 27-31.
（45） APB, op. cit. supra note (36), par. 87.
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認識時の測定のあり方に影響するだけであり、原初認識後の会計処理には影響しない。原初
認識後の会計処理に直接的な影響を及ぼすのは耐用年数の有無であり、その耐用年数の決定
自体に識別可能性の有無が影響することはない（46）。したがって、識別可能性の意義は、企
業結合により取得した無形資産の原初認識時の測定について検討すべきことになる。以下、
かかる識別可能性の意義を検討する。
　まず識別可能性自体の意味は、明示されていない。識別可能性の意味については、個別に
識別できるか否かとされているのみであり、「識別」そのものの意味は明らかでない。しか
し、次の 2点は明確である。第 1に、識別可能性が測定可能性とは別の概念とされている
ことである。第2に、識別可能性が測定可能であるための必要条件とされていることである。
すなわち、APBO17 における識別可能性が、無形資産を直接に測定できること、すなわち
測定可能であることの条件として位置づけられていることである。その理由は以下のとおり
である。識別可能でない無形資産、要するにのれんは、被取得企業の取得原価と識別可能な
資産および負債の額との差額によって測定される。それ対して、識別可能な無形資産は直接
的に測定されなければならない。つまり、識別可能な無形資産であるとされた段階で、当該
無形資産は直接的に測定することになるのである。このことは、識別可能な無形資産は識別
不能な無形資産に含めてはならないとの規定からも明らかである（47）。しかし、識別可能で
あるための条件は規定されていない。そのために、識別可能であれば、直接的に測定するこ
とになるのは明らかであるが、いずれの条件を満たせば、直接的に測定することになるのか
は明らかでない。すなわち、識別可能か否かを条件として規定しても、それを実際に判断す
る基準がない以上、識別可能な無形資産とは直接的に測定できる無形資産と説明するほかな
い。したがって、APBO17 において無形資産の認識に係る要件として規定されている識別
可能性に意義を見出すことはできない。いずれにしても、APBO17 のもとでは識別可能性
が測定可能性の必要条件として規定されているところから、無形資産を認識するためには、
当該無形資産を直接的に測定できればよいことになる。このように、識別可能性の意義を見
出すことはできないものの、APBOにおいて識別可能な無形資産と識別不能な無形資産の
本質的な違いが直接的に測定できるか否かに求められる。このことは、後述するSFAS141
（R）における識別可能性の意義を検討し、ひいては無形資産会計のあり方を検討するうえで
重要な示唆を与える。この点については、SFAS141（R）における識別可能性の意義を検討
したのちに明らかにする。
　最後に、内部創出による無形資産の会計処理と識別可能性の意義を述べる。まず会計処理
の全体像を示せば、表 4.2 のとおりである。
───────────
（46） Ibid., par. 27.
（47） Ibid., par. 88e.
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表 4.2　内部創出による無形資産に係る会計処理の全体像
取得形態 識別可能性 耐用年数の有無 会計処理
内部創出
識別可能
あり
基本的に
発生時費用処理
なし
識別不能
あり
なし
　内部創出により取得した無形資産は、基本的にすべて発生時に費用処理することが求めら
れる（48）。その理由は、将来の経済的便益またはその期間が明らかでないときは発生時の費
用として処理し繰り延べてはならないとの考え方が背景にある（49）からである。そのために、
内部創出の場合には、識別可能であるか否かに関わらず発生時に費用処理される。すなわち、
識別可能性の有無は内部創出の無形資産に係る会計処理に影響を及ぼさない。したがって識
別可能性は、そもそも内部創出により取得した無形資産の認識に係る要件ではない。
5.　認識規準としての識別可能性
　現在の米国において無形資産全体を対象とする会計基準は、財務会計基準に関するステー
トメント第 141 号（Statement of Financial Accounting Standards No. 141；以下、「SFAS141
（R）」という）と財務会計基準に関するステートメント第 142 号（Statement of Financial 
Accounting Standards No. 142；以下、「SFAS142」という）である。それぞれの会計基準に
規定される無形資産の会計処理は表 5.1 のように整理することができる。取得時の会計処理
に適用される会計基準は無形資産の取得形態によって異なっており、企業結合により取得し
た無形資産に係る取得時の会計処理はSFAS141（R）に規定されている（50）。企業結合以外の
外部取得のケースについては、実際上、SFAS141（R）に取得時の会計処理が規定されてお
り（51）、内部創出の無形資産に係る会計処理はSFAS142 に規定されている（52）。取得後の会
計処理は、いずれの取得形態による場合であっても、SFAS142 に従うことが求められてい
る（53）。
───────────
（48） Ibid., par. 9.
（49） Ibid., par. 21.
（50） Financial Accounting Standards Board (FASB), Statement of Financial Accounting Standards No. 141: 
Business Combinations (revised 2007), FASB, 2007, par. 2.
（51） Ibid., pars. D2-D7.
（52） Financial Accounting Standards Board (FASB), Statement of Financial Accounting Standards No. 142: 
Goodwill and Other Intangible Assets, FASB, 2001, par. 4.
（53） Ibid.
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表 5.1　会計基準の適用範囲
取得時の会計処理 取得後の会計処理
企業結合
SFAS141（R）
SFAS142企業結合以外の外部取得
内部創出 SFAS142
　無形資産とは、物的実体を有さない金融資産以外の資産であると定義される（54）。無形資
産の具体的な項目が従来の無形資産会計基準と同様に列挙されており（55）、きわめて広範囲
の項目が無形資産として想定されている。以下、取得形態に応じて会計処理の概要を述べる
とともに、識別可能性の意義を検討する。
　企業結合により取得した識別可能な無形資産はのれんから区別して公正価値により認識す
ることが求められる（56）。識別可能であるためには、契約法律規準と分離可能性規準のいず
れかを満たさなければならない（57）。契約法律規準とは契約または法律上の権利から生じる
ことであり、分離可能性規準とは企業から分離して譲渡等できることである（58）。SFAS141
（R）における識別可能性は、測定可能性という認識に係る要件と関わりを持っており、測定
可能であるための十分条件として規定されている（59）。すなわち、取得した無形資産は、識
別可能であれば、それと同時に測定可能とみなされるのである。なぜならば、識別可能な無
形資産には、その公正価値を信頼性を持って測定するために十分な情報が存在するからであ
る（60）。その背景には、識別可能であれば、市場価格が観察可能であるか、キャッシュ・フロー
を区別して把握することができるとの考えがあるものと解される（61）。要するに、SFAS141
（R）では、実際上、識別可能性が無形資産の認識規準とされている。そのために、取得した
無形資産は、識別可能性を満たせば認識されることになる。なお、のれんとは、個々に識別
されずかつ認識されない企業結合により取得した他の資産から生じる将来の経済的便益を示
す資産であり（62）、無形資産とは異なる概念とされている。
　企業結合以外の外部取得により取得した無形資産は、取得時に取得原価により認識し（63）、
───────────
（54） FASB, op. cit., supra note (50), par. 3l.
（55） Ibid., pars. A29-A56.
（56） Ibid., pars. 12-15 and par. 20.
（57） Ibid., par. 3k.
（58） Ibid.
（59） Ibid., par. B160.
（60） Ibid.
（61） FASB, op. cit., supra note (52), par. B58.
（62） FASB, op. cit., supra note (50), par. 3j.
（63） Ibid., pars. D3-D6.
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取得後は SFAS142 に従って会計処理することが求められる（64）。企業結合以外の外部取得
により取得したケースについては、その認識に係る要件として識別可能性が規定されておら
ず、またのれんが生じることもない（65）。したがって、企業結合以外の外部取得による無形
資産については、識別可能性が原初認識およびその後の会計処理のいずれの要件にもなって
いない。
　無形資産の内部創出、すなわち開発、保全、または修繕に係るコストは発生時に費用処理
しなければならない（66）。この会計処理はAPBO17 の規定を引き継いだものである（67）。内
部創出の無形資産は、理論上、識別可能な内部創出無形資産と識別不能な内部創出無形資産
に分けて考えることができるが、いずれにしても発生時に費用処理される。したがって、内
部創出により取得した無形資産についても識別可能性を認識に係る要件になっていない。
　以上のように、SFASにおける識別可能性は、企業結合により取得した無形資産の認識
に係る要件として規定されている。また、識別可能であるためには契約法律規準または分離
可能性規準のいずれかを満たさなければならないことが明らかにされており、識別可能性の
条件が定められている。さらに、識別可能性は、企業結合により取得した無形資産の認識規
準とされており、かかる認識規準を満たした無形資産は測定可能であるとして認識されるこ
とになる。しかし、契約法律規準および分離可能性規準はあくまで識別可能であるための条
件に過ぎず、識別可能という用語自体の意味はSFAS141（R）においても明示されていない。
あえてその意味するところを推察すれば、識別可能性は、契約法律規準または分離可能性基
準のいずれかを満たすという意味で用いられている。すなわち、契約法律規準および分離可
能性規準は、本来、識別可能であるための条件に過ぎないが、実際のところ、そのいずれか
の条件を満たすこと自体が識別可能性の意味とされている。
　このように、SFAS141（R）においては識別可能性の条件、その位置づけおよびその意味
を理解することができる。しかしそれだけでは、識別可能性の意義、すなわち識別可能性が
認識の要件として意味があるか否かを検討することはできない。なぜならば、識別可能性の
意義を検討するためには、SFAS141（R）においてなぜ識別可能性が無形資産の認識に係る
要件として定められたのか、すなわち識別可能であるための条件として契約法律規準および
分離可能性規準が明示された背景が明らかでなければならないからである。かかる背景が明
らかになってはじめて、識別可能性が要件として規定される意味を検討することができる。
そこで、その背景を要約すれば以下のとおりである。
　識別可能であるための条件が明らかでなかったSFAS141 設定当時は、企業の総資産に占
───────────
（64） Ibid., par. D7.
（65） Ibid., par. D6.
（66） FASB, op. cit., supra note (52), par. 10.
（67） Ibid., par. 2.
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める無形資産の割合が次第に大きくなってきた。また、企業結合により取得した無形資産は、
のれんから区別して認識されてこそ財務諸表の有用性を高めると理解されていた（68）。しか
し実際には、企業の作成する財務諸表に、本来認識されるべき多くの無形資産が認識されず、
のれんに含まれてしまっていた。しかも、その原因が識別可能であるための条件が明確でな
かったことにあるとされていた（69）。そのために、このままでは財務諸表の有用性が低くなっ
てしまうとの懸念があった。そこで、このような無形資産がのれんから区別して認識されな
い状況を改善するために、識別可能であるための条件を明確するための試みがなされたので
ある。このような背景に鑑みれば、識別可能性を要件として規定する本来の目的は、無形資
産を個別に認識できるようにするためであるといえる。すなわち、識別可能性は、より多く
の無形資産を財務諸表に認識できるようにするために測定上の要件を概念上の要件に置き換
えたものといえよう。
　しかし、識別可能性の意義をいずれに見出そうとするのかという問題と実際に意義を見出
すことができるかという問題は別である。すなわち、実際に意義を見出すことができるとい
うためには、識別可能性と測定可能性との間に SFAS141（R）の想定する関係があるといえ
るか否かを確かめてみる必要がある。なぜならば、かかる関係があるといえるのであれば、
識別可能性を無形資産の認識に係る要件として規定する意義が見出せることになり、反対に
かかる関係があるといえなければ、識別可能性を無形資産の認識に係る要件として規定する
意義が見出せないからである。そこで、この関係の有無を確かめてみれば、以下のとおりで
ある。
　識別可能性と測定可能性の関係性を検討するためには、識別可能であるとはいかなる条件
が満たされることをいうのかを再度整理しておく必要がある。上述したように、識別可能で
あるためには、契約法律規準または分離可能性規準が満たされなければならない。そのため
に、識別可能であると認められるケースは、契約法律規準と分離可能性規準がいずれも満た
されるケース、いずれかの規準が満たされる 2つのケース、およびいずれの基準も満たされ
ないケースの 4つに分けて考えることができる。しかし、上述のように識別可能性が測定可
能性の十分条件として規定されているので、契約法律規準と分離可能性の基準のいずれかが
満たされる 2つケースについて検討すればよい。第 1に契約法律規準が満たされるケース
である。契約法律規準が満たされるとは、取得した無形資産が契約または法律上の権利から
生じることをいう。契約法律規準が満たされるケースについて、識別可能であれば測定可能
であるとの命題をいいかえれば、契約または法律上の権利から生じるがゆえに、測定可能で
あるということになる。そして、その理由は、取得した無形資産が契約または法律上の権利
から生じるので、当該無形資産について市場価格を観察することができるか、または当該無
───────────
（68） Ibid., par. B158.
（69） Ibid., par. B157.
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形資産のもたらすキャッシュ・フローを区別して把握することができるからである。しかし、
多くの無形資産がそうであるように、契約または法律上の権利から生じるからといって市場
価格が観察できるわけでもなければ、キャッシュ・フローを区別して把握できるわけでもな
い。たとえば、特許権は契約または法律上の権利から生じる無形資産であるといえるが、そ
のことだけで特許権の市場価格が観察されるのでもなければ、特許権のキャッシュ・フロー
を区別して把握でき、ひいては測定可能となるわけではない。特許権の合理的な価値評価を
可能とする特許権特許権価値評価モデル（PatVM）でも同様の考え方が前提とされてい
る（70）。たしかに、特許権価値評価モデル（PatVM）は必ずしもオンバランスを目的とする
価値評価モデルではない。しかし、法律または契約上の権利であることが測定可能であるた
め十分条件でないことはオンバランス目的の価値評価を行ううえでも前提とされるべきもの
である（71）。
　第 2に、分離可能性規準が満たされるケースについては次のように考えられる。もとより
分離可能であるとは、取得した無形資産を企業全体から分離して譲渡等することができると
いうことである。この場合において SFAS141（R）では、取得した無形資産を企業から分離
して譲渡することができれば、当該無形資産を測定することが可能であるとされている。そ
の理由は、取得した無形資産を企業から分離して譲渡できることにより、当該無形資産の市
場価格を観察することができるか、または当該無形資産のもたらすキャッシュ・フローを区
別して把握することができるからである。しかし、無形資産は価値評価されない限り、活用
することができないと考えるのが無形資産の価値評価研究における一般的な理解である（72）。
このような理解に鑑みれば、取得した無形資産が分離可能であるがゆえに当該無形資産を測
定することが可能であるというよりも、取得した無形資産の市場価格が観察可能であるか、
または当該無形資産に係るキャッシュ・フローを区別して把握できるからこそ、当該無形資
産を分離して譲渡等、すなわち活用できるといえる。そのために、分離可能であれば測定可
能であるとはいいきれない。そのために、識別可能であることは、測定可能であるための十
分条件でないといえよう。
　このように、識別可能性を無形資産の認識に係る十分条件として定めることはできない。
たしかに、より多くの無形資産を認識できるようにするために、より具体的な要件を定めよ
うとする試みは重要であるが、識別可能性という要件を十分条件として定めることは適切で
はない。それでは、識別可能性を十分条件ではなく、必要条件として定めることはできるの
であろうか。この可能性も否定せざるを得ない。まず、かりに契約法律規準を無形資産の認
識に係る必要条件とした場合、取得した無形資産が法律または契約上の権利から生じたとい
───────────
（70） 広瀬義州編著『特許権価値評価モデル（PatVM）』東洋経済新報社、2006 年、45 頁。
（71） 同上、同頁。
（72） 広瀬義州『知的財産会計』税務経理協会、2006 年、16 頁。
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うことができなければ、測定不能ということになる。しかしこのことは、ブランドをはじめ、
契約または法律上の権利によって生じない多くの無形資産が測定可能であると想定している
ことと矛盾してしまう。次に、かりに分離可能性規準を必要条件とした場合、取得した無形
資産が企業から分離して譲渡等することができなければ、測定不能ということになる。しか
し、上述したように、分離可能であるためには測定可能でなければならないとの考えを前提
とすれば、そもそも分離可能性規準を測定可能であるための条件とすることは不適切であ
る。このように、契約法律規準と分離可能性規準を必要条件として規定する可能性も否定せ
ざるを得ない。
6.　おわりに
　以上のように米国における無形資産会計基準を対象として考察を行った結果、識別可能性
に関して次の 2点が明らかになった。第 1に、識別可能性が要件として規定される場合、
それは企業結合により取得した無形資産の認識に係る要件として規定されてきたことであ
る。取得した無形資産が識別可能か否かは、当該無形資産が直接に測定され、独立して認識
される否かの境目とされたのである。なぜならば、企業結合により取得した無形資産を認識
するためには、直接に測定できなければならず、その測定が不可能であれば、のれんという
貸借差額として認識されることになるからである。要するに、識別可能性は、無形資産を直
接に測定し、認識するための要件として規定されてきたと総括することができよう。第2に、
いずれの会計基準においても、識別可能性の意義を見出せなかったことである。測定可能性
との関係で識別可能性を十分条件とするか、必要条件とするかのいずれの場合であっても、
無形資産の認識に係る要件として規定する理由があるとはいえなかった。
　本論文における上記の考察結果は、無形資産会計のあり方を考察するうえで、次のような
意味を持つように思われる。まず、無形資産の測定可能性を担保するには無形資産の概念的
な特徴を整理するだけでは不十分であるということである。APBO17 および SFAS141（R）
のいずれにおいても、測定可能性と関連する要件として識別可能性を定めているが、いずれ
も測定可能性を担保する概念的な特徴とはいえず、要件としての意義を見出すことができな
かった。その意味で、APBO17 および SFAS141（R）における無形資産会計は、識別可能性
を要件として定めていなかったARB24 と本質的には変わっていないということができる。
たしかに、ARB24 では識別可能性が要件として規定されていなかった。しかし、APBO17
および SFAS141（R）と同様に、企業結合により取得した無形資産を独立して測定すること
が求められていたこと、そしてAPBO17 および SFAS141（R）のいずれにおいても識別可能
性の意義を見出せなかったことからすれば、ARB24 当時から無形資産の測定の方法は本質
的には変わっていないということができる。それにもかかわらず、識別可能性がその意味も
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明示されないままであっても要件として規定され、その後、測定可能性のための十分条件と
して規定されるに至った背景には、無形資産の測定の難しさと認識された無形資産の重要さ
が関係者の間で強く認識されていたことがあるように思われる。実際、識別可能であるため
の条件とその位置づけが明示されたのは、無形資産の概念的特徴を明らかにし、より多くの
無形資産を認識できるようにしようとする考えがあったからである。そのために、今後も無
形資産の重要性に鑑み、より多くの無形資産を認識できるようにするには、概念的な特徴を
明示するという方法とは別の方法により無形資産の測定可能性を高めるための取り組みを行
わなければならない。かかる取り組みとして第 1に考えられるのは、測定可能性を担保でき
るモデルを構築することである。たとえば、ブランドの特性を踏まえたオンバランス目的の
価値評価のあり方を研究する取り組み（73）のように、無形資産の特性に応じたオンバランス
目的の価値評価のあり方を模索する必要がある。一方で、かりに測定可能性を担保できる測
定モデルが構築できない場合でも、その理由を明らかにすることが重要である。会計の最終
章が財務報告である（74）ことを考えれば、測定可能性の担保されない無形資産をいかなる方
法により財務報告すべきかについて何らかの示唆が得られるはずである。たとえば、特許権
価値評価モデル（PatVM）のように、法律的特性と技術的特性のいずれをも併せ持つ特許
権について、オンバランス目的の価値評価を行うことがなぜ困難であるのか（75）を明らかに
することは、オンバランス以外の方法によって特許権の財務報告を行うという問題にとって
有益な示唆が得られるはずである。いずれにしても、識別可能性を無形資産の認識に係る要
件としない無形資産会計のあり方を考察する必要があるように思われる。その場合、無形資
産とのれんの関係性をいかに捉えるか、すなわち無形資産とのれんの違いをいずれに求める
べきであるのかという問題がより重要となってくる。
　本論文では、識別可能性の意義について考察した。しかし本論文における考察結果は、あ
くまで考察対象とした無形資産会計基準についていいうることである。わが国の会計基準な
ど、他の会計基準における考え方を前提とした場合には、本論文とは異なる結論に至る可能
性がある。そのために、無形資産会計のあり方をより一般的なレベルで検討していくために
は、他の会計基準における識別可能性の意義も検討しなければならない。また、本論文で問
題としていたのは、識別可能性を無形資産の認識に係る要件、すなわち無形資産として認識
されるために必ず満たさなければならない性質として規定することの妥当性である。すなわ
ち、あくまで無形資産に係る要件として規定すること意味があるか否かを問題としており、
無形資産について識別可能であるか否かを検討することが認識以外の何らかの目的のために
有用であるか否かは問題としていない。たとえば、取得した無形資産について、それが識別
───────────
（73） 広瀬義州・吉見宏『日本発ブランド価値評価モデル』税務経理協会、2002 年。
（74） 広瀬義州「ビジネスモデルと会計」早稲田商学、第 434 号（2013 年 1 月）、262 頁。
（75） 広瀬編、前掲（注 70）、41-63 頁。
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可能であるか否か（厳密には契約法律規準または分離可能性規準を満たすか否か）を検討す
ることが、資産性の判断にとって意味のある可能性は検討していない（76）。識別可能性の有
無は、資産の定義を満たすための判断基準として、すなわち資産性判断のためのガイダンス
または指標として考えられる可能性があり、実務上もそのような役割を果たしている可能性
がある。今後、この点も踏まえ無形資産会計に係るさらなる課題を考察する必要がある。
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